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○施設機械設備点検・整備業務共通仕様書の制定について（平成 28 年３月 28 日 27 農振第 2165 号農林水産省農村振興局長通知）新旧対照表 
（下線部分は改正部分） 

改   正   後 改   正   前 

施設機械設備点検・整備業務共通仕様書 

目   次 

 

第１章 総  則 

第１－１条 ～ 第１－27条 （略） 

第１－28条  業務の一時中止 

第１－29条 ～ 第１－38条 （略） 

第１－39条 環境負荷低減への取組 

第１－40条 調査及び試験に対する協力 

第１－41条 業務の情報共有化 

第１－42条 石綿使用の有無 
 

    第２章 （略） 

 

    別紙 施設機械設備点検・整備業務共通仕様書に係る提出書類参考書式 

 

 

 

施設機械設備点検・整備業務共通仕様書 
 

第１章 総 則 

第１－１条 （略） 

 

第１－２条 用語の定義 

共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

１～25 （略） 

26 「連絡」とは、監督職員と受注者又は管理技術者の間で、契約書第 18条に該当しない事項又は緊急で伝達

すべき事項について、口頭、電子メールなどの手段により互いに知らせることをいう。 

27～42 （略） 

 

第１－３条 ～ 第１－５条 （略） 

 

施設機械設備点検・整備業務共通仕様書 

目   次 

 

第１章 総  則 

第１－１条 ～ 第１－27条 （略） 

第１－28条  業務の一時停止 

第１－29条 ～ 第１－38条 （略） 

（新設） 

第１－39条 調査及び試験に対する協力 

（新設） 

（新設） 

 

    第２章 （略） 

 

    別紙 施設機械設備点検・整備業務共通仕様書に係る提出書類参考書式 

 

 

 

施設機械設備点検・整備業務共通仕様書 
 

第１章 総 則 

第１－１条 （略） 

 

第１－２条 用語の定義 

共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

１～25 （略） 

（新設） 

 

26～41（略） 

 

第１－３条 ～ 第１－５条 （略） 

 



2 

改   正   後 改   正   前 

第１－６条 管理技術者 

１～３ （略） 

４ 受注者が管理技術者に委任できる権限は、契約書第 10条第２項に規定した事項とする。ただし、受注者が

管理技術者に委任できる権限を制限する場合は、発注者に報告しない限り、管理技術者は受注者の一切の権

限（契約書第 10 条第２項の規定により行使できないとされた権限を除く。）を有するものとされ、発注者及

び監督職員は管理技術者に対して指示等を行えば足りるものとする。 

５～６ （略） 

７ 管理技術者は、原則として変更できない。ただし、死亡、傷病、退職、出産、育児、介護等やむをえない

理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者とするものとし、受注者は発注者の承諾を得なければな

らない。 

 

第１－７条 ～ 第１－11条 （略） 

 

第１－12条 建設副産物 

１ マニフェスト 

受注者は、工場製作工に係るものを除く産業廃棄物が搬出される業務に当たっては、建設発生土は搬出帳

票、産業廃棄物は産業廃棄物管理票（紙マニフェスト）又は電子マニフェストにより、適正に処理されてい

ることを確かめるとともに監督職員に提出しなければならない。 

２ 法令遵守 

受注者は、建設副産物適正処理推進要綱（農林水産大臣官房地方課長通知、最終改正平成 14年６月 18日）、

建設工事の発注における再生資源の利用の促進について（平成３年 12 月６日付け農林水産大臣官房地方課

長通知）、建設汚泥の再生利用に関するガイドライン（国土交通事務次官通達、平成 18年６月 12日）を遵

守して、建設副産物の適正な処理及び再生資源の活用を図らなければならない。 

３ 再生資源利用計画 

受注者は、コンクリート、コンクリート及び鉄からなる建設資材、木材、アスファルト混合物等を履行場

に搬入する場合には、法令等に基づき、再生資源利用計画を所定の様式に基づき作成し、業務計画書にその

写しを添付して監督職員に提出しなければならない。 

また、受注者は、法令等に基づき、再生資源利用計画を公衆が見やすい場所に掲げなければならない。 

４ 再生資源利用促進計画 

受注者は、建設発生土、コンクリ－ト塊、アスファルト・コンクリ－ト塊、建設発生木材、建設汚泥又

は建設混合廃棄物を履行現場から搬出する場合には、法令等に基づき、再生資源利用促進計画を作成し、

業務計画書にその写しを添付して監督職員に提出しなければならない。 

また、受注者は、法令等に基づき、再生資源利用促進計画を公衆が見やすい場所に掲げなければならない。 

５ 実施書の提出 

受注者は、再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画を作成した場合には、工事完了後速やかに実施状

況を記録した「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」を監督職員に提出しなければならな

い。 

 

第１－６条 管理技術者 

１～３ （略） 

４ 受注者が管理技術者に委任できる権限は、契約書第 10条第２項に規定した事項とする。ただし、受注者が

管理技術者に委任できる権限を制限する場合は、発注者に書面をもって報告しない限り、管理技術者は受注

者の一切の権限（契約書第 10 条第２項の規定により行使できないとされた権限を除く。）を有するものとさ

れ、発注者及び監督職員は管理技術者に対して指示等を行えば足りるものとする。 

５～６ （略） 

（新設） 

 

 

 

第１－７条 ～ 第１－11条 （略） 

 

第１－12条 建設副産物 

受注者は、産業廃棄物が搬出される業務の実施に当たっては、産業廃棄物管理票（マニフェスト）等により、

適正に処理されていることを確認するとともに、監督職員に提出しなければならない。 
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改   正   後 改   正   前 

第１－13条 ～ 第１－20条 （略） 

 

第１－21条 臨機の措置 

１～２ （略） 

３ 受注者は、業務の実施中において、施設等に異常が発生し、又は発生が予想される場合は、直ちに監督職

員に連絡するものとする。また、復旧作業を行った場合は、速やかにその状況及び措置内容を監督職員に報

告するとともに原因調査を行うものとする。 

４ （略） 

 

第１－22条 ～ 第１－27条 （略） 

 

第１－28条 業務の一時中止 

１～３ （略） 

 

第１－29条 ～ 第１－33条 （略） 

 

第１－34条 安全等の確保 

１ （略） 

２ 受注者は、業務の実施に当たり、常に安全管理に心掛け、感電・墜落事故等に十分注意するものとし、必

要に応じて保安防具等を着用するものとする。なお、点検のための作業床が無いなど安全確保が困難な場合

は、適切な安全対策の実施について監督職員と協議するものとする。 

３～５ （略） 

６ 受注者は、業務の実施に当たり、災害予防のため、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）～（３） （略） 

（４）受注者は、機械の適切な整備及び管理並びに作業安全に努めなければならない。 
７～10 （略） 

 

第１－35条 ～ 第１－37条 （略） 

 

第１－38条 保険加入の義務 

１ 受注者は、雇用保険法（昭和 49 年法律第 116号）、労働者災害補償保険法（昭和 22年法律第 50号）、健

康保険法（大正 11年法律第 70号）及び厚生年金保険法（昭和 29年法律第 115号）の規定により、雇用者等

の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

２ 受注者は、法定外の労災保険に付さなければならない。 

 

第１－39条 環境負荷低減への取組 

受注者は、新たな環境負荷を与えることにならないよう、以下の取組に努めるものとする。 
 １ オフィス、車両、機械等の電気及び燃料の使用状況の記録・保存や、不必要・非効率なエネルギー消費を

第１－13条 ～ 第１－20条 （略） 

 

第１－21条 臨機の措置 

１～２ （略） 

３ 受注者は、業務の実施中において、施設等に異常が発生し、又は発生が予想される場合は、速やかに監督

職員に報告するものとする。ただし、緊急を要する場合は、復旧作業を行った後、直ちにその状況及び措置

内容を監督職員に報告するとともに原因調査を行うものとする。 

４ （略） 
 

第１－22条 ～ 第１－27条 （略） 

 

第１－28条 業務の一時停止 

１～３ （略） 

 

第１－29条 ～ 第１－33条 （略） 

 

第１－34条 安全等の確保 

１ （略） 

２ 受注者は、業務の実施に当たり、常に安全管理に心掛け、感電・墜落事故等に十分注意するものとし、必

要に応じて保安防具等を着用するものとする。 

 

３～５ （略） 

６ 受注者は、業務の実施に当たり、災害予防のため、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）～（３） （略） 

（新設） 

７～10  （略） 

 

第１－35条 ～ 第１－37条 （略） 

 

第１－38条 保険加入の義務 

受注者は、雇用保険法（昭和 49年法律第 116号）、労働者災害補償保険法（昭和 22年法律第 50号）、健康保

険法（大正 11年法律第 70号）及び厚生年金保険法（昭和 29年法律第 115号）の規定により、雇用者等の雇用形

態に応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

 

 

（新設） 
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改   正   後 改   正   前 

行わない取組（照明、空調のこまめな管理や、ウォームビズ・クールビズの励行、燃費効率の良い機械の利

用等） 
２ プラスチック等の廃棄物の削減及び資源の再利用 
３ 環境負荷低減に配慮した物品の調達 
４ みどりの食料システム戦略の理解及び環境配慮の取組方針の策定や研修の実施 

 

第１－40条 （略） 

 

第１－41条 業務の情報共有化 

受注者は、監督職員と受注者の間の情報を電子的に交換・共有することにより、業務の効率化を図らなければ

ならない。 

また、情報を交換・共有するにあたっては、情報共有システムを活用することとし、工事及び業務における受

発注者間の情報共有システムの活用について（令和３年９月７日付け３農振第 1453 号）の別紙（URL

「https://www.maff.go.jp/j/nousin/seko/ASP/attach/pdf/index-3.pdf」）に基づくこととする。 

 

第１－42条 石綿使用の有無 
受注者は、建築物・工作物等の解体・改修作業を行う際、石綿（アスベスト）の使用の有無の「事前調査」を

行わなければならない。石綿障害予防規則に基づく一定規模以上の業務にあっては「事前調査結果の報告」を所

轄労働基準監督署に届出を行わなければならない。また、大気汚染防止法に基づき、特定粉じん発生施設を設置

しようとするときは、都道府県知事に届出を行わなければならない。 

 

第２章 施設機械設備点検・整備 （略） 

 

 

施設機械設備点検・整備業務共通仕様書に係る提出書類参考書式 

（書式第１～７号）（略） 

 
 
（書式第８号） 

 

請  求  書 （完 了 払 金） 

 

  年  月  日 

 

(支 出 官 等 ) 

(官 職 氏 名 )            殿 

 

 

 

 

 

 

 

第１－39条 （略）  

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

第２章 施設機械設備点検・整備 （略） 

 

 

施設機械設備点検・整備業務共通仕様書に係る提出書類参考書式 

（書式第１～７号）（略） 

 
 
（書式第８号） 

 

請  求  書 （完 了 払 金） 

 

  年  月  日 

 

(支 出 官 等 ) 

(官 職 氏 名 )            殿 
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改   正   後 改   正   前 

受注者  住 所 

                      会 社 名 等 

                      氏   名            

                      【登録番号】 

 

￥             

 

 

     年  月  日契約締結した○○業務請負代金の完了払金額（下記内訳のとおり）を業務請負契約書

第 33条第１項の規定に基づき上記のとおり請求します。 

 

記 

 

内   訳 

項 目 金  額 摘  要 

請 負 代 金 額 
円 10%対象 〇〇〇円 

（内消費税額〇〇円） 

前払金受領済額   

今 回 請 求 金 額    

 

振込先銀行名   

〃  口座名義  

〃  口 座 名  

〃  口座番号  

 
（注）１ 保証証書を添付すること。 

２ 上記の「受注者の登録番号」、「消費税の適⽤税率」及び「内消費税額」については一般会計の場合、

記載を省略することができる。 

３ 該当のある欄のみ記載し、不要な事項は抹消して使用すること。 
 
 

（書式第９～１８号）（略） 

 

 

受注者  住 所 

                      会 社 名 等 

                      氏   名            

                    （新設） 

 

￥             

 

 

     年  月  日契約締結した○○業務請負代金の完了払金額（下記内訳のとおり）を業務請負契約書

第 33条第１項の規定に基づき上記のとおり請求します。 

 

記 

 

内   訳 

項 目 金  額 摘  要 

請 負 代 金 額 
円  

 

前払金受領済額   

今 回 請 求 金 額    

 

振込先銀行名   

〃  口座名義  

〃  口 座 名  

〃  口座番号  

 
（注）（新設） 

 

 

該当のある欄のみ記載し、不要な事項は抹消して使用すること。 
 
 

（書式第９～１８号）（略） 

 


